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スーパー堤防事業の虚構

スーパ－堤防（高規格堤防）

〔注〕高規格堤防の裏のり面の幅：計画堤防高の30倍



高規格堤防（スーパー堤防）の経過

〇 高規格堤防事業の創設 1987年度
〇 1991年河川法改正 第六条 （河川区域） 高規格堤防特別区域として指定

〇 2010年10月 行政刷新会議の事業仕分け
高規格堤防整備事業は「事業廃止」

〇 国土交通省の巻き返し
2011年2月 高規格堤防の見直しに関する検討会の設置
2011年8月 高規格堤防の抜本的見直しについて（とりまとめ）
2011年12月 2012年度予算案で高規格堤防の推進を決定

整備区間を総延長873ｋｍから119kmに縮小して引き続き、推進。 2

2010年の事業仕分けでスーパー堤防事業は廃止の判定がされた
が、国土交通省の巻き返しでしぶとく生き残った。



見直し前の計画自体がもともと荒唐無稽のものであった。例えば、利根川に
関しては河口部から中流部（八斗島地点の11㎞下）まで両岸の堤防全部を高
規格堤防に変えるものであった。見直し後の整備計画も実現性のないもので
あるが、見直し前の計画はそれに何倍もの輪をかけて実現性がなく、全くの
虚構の計画であった。 3

見直し前の高規格堤防の整備区間 6河川の整備距離 約873ｋｍ

（会計検査院報告書 平成24年１月）
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見直し前のスーパー堤防整備計画

利根川 363ｋｍ
江戸川 121ｋｍ
荒川 174ｋｍ
多摩川 83ｋｍ

淀川 89ｋｍ
大和川 44ｋｍ
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見直し後のスーパー堤防の整備計画

江戸川、荒川、多摩川、淀川、大和川の5河川で約119㎞の
高規格堤防を整備する。

（国交省の開示資料より）
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見直し後のスーパー堤防の整備計画

利根川 363㎞ → 0㎞
江戸川 121㎞ →22㎞
荒川 174㎞ →52㎞
多摩川 83㎞ →15㎞

篠崎公園

見直し後の整備計画も絵に描いた餅に過ぎず、実現の見通しはない。
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江戸川下流部のスーパー堤防計画 整備距離約22㎞

2011年見直し後の整備計画は左岸0.0～14.0㎞、右岸0.0～19.5km

（2018年度第４ 回関東地方整備局事業評価監視委員会の資料より）

スーパー堤防
は点の整備に
とどまり、連続
性がある整備
になっていない
ので、スーパー
堤防の本来の
目的は到底果
たせない。

（2018年度段階）
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荒川下流部のスーパー堤防計画 整備距離約52㎞

荒川でもスー
パー堤防は点
の整備にとどま
り、連続性があ
る整備になって
いないので、
スーパー堤防の
本来の目的は
到底果たせない。

2011年見直し後の整備計画は右岸0.5～23.8㎞、左岸0.5～28.6km

（2018年度第４ 回関東地方整備局事業評価監視委員会の資料より）

（2018年度段階）
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会計検査院報告書 2012年１月

江戸川の妙典地区は、1992年度に事業着手し、1998年度に基本断面が完成したと
して完成地区とされ、完成延長は１，１００ｍであるとされている。

しかし、下図 のとおり、基本断面が完成しているのは２９０ｍであり、残りの８１０ｍ

は地下鉄の車両基地部分について盛土が行われておらず、また、このうち７００ｍは、
通常堤防と接していないため断面の拡幅が行われておらず、堤防強化効果を発現し
得ない状況となっていた。

江戸川・妙典地区（完成地区）

川側

市街地

整備済みの高規格堤防では
1：30の基本断面形状が確保
されていない部分が多い。
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江戸川下流部の高規格堤防で整備済み箇所（国交省の開示資料）

計画区間延べ 約22.04ｋｍ
（左岸0.0～14.0㎞、右岸0.0～19.5km）で整備済み・整備着手の箇所 (2022年4月末時点）

計画延長 整備延長 (基本断面形状の確保区間）

市川三丁目（市川市） 90ｍ 90ｍ （ 0ｍ）
市川南（市川市） 200ｍ 200ｍ （180ｍ）
高谷（市川市） 50ｍ 50ｍ （ 0ｍ）
東金町（葛飾区） 200ｍ 200ｍ （ 40ｍ）
柴又公園（葛飾区） 90ｍ 90ｍ （ 0ｍ）
妙典（市川市） 1100ｍ 1100ｍ （290ｍ）
北小岩一丁目（江戸川区） 120ｍ 120ｍ （120ｍ）
篠崎公園（江戸川区） 420ｍ 0ｍ （ 0ｍ）
下妙典（市川市） 50ｍ 50ｍ （ 50ｍ）
高谷Ⅱ期（市川市） 110ｍ 0ｍ （ 0ｍ）

計 2430ｍ （1900ｍ） （ 680ｍ）

実際の整備率 680ｍ÷22ｋｍ＝3.1％

（整備済み・整備着手箇所の位置はスライド№7を参照）
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荒川下流部の高規格堤防で整備済み箇所（国交省の開示資料）

計画区間延べ 約52 ｋｍ
（右岸0.5～23.8㎞、左岸0.5～28.6km）で整備済みの箇所 (2022年4月末時点）

計画延長 整備延長 (基本断面形状の確保区間）
川口（川口市） 1340ｍ 500ｍ （ 0ｍ）
鹿浜（足立区） 300ｍ 300ｍ （ 0ｍ）
舟渡（板橋区） 70ｍ 70ｍ （ 0ｍ）
浮間（北区） 100ｍ 100ｍ （ 0ｍ）
北赤羽（北区） 500ｍ 500ｍ （ 0ｍ）
新田一丁目（足立区） 100ｍ 0ｍ （ 0ｍ）
新田（足立区） 1360ｍ 1360ｍ （610ｍ）
宮城（足立区） 300ｍ 300ｍ （ 10ｍ）
小台一丁目（足立区） 360ｍ 360ｍ （ 0ｍ）
小台一丁目Ⅱ期（足立区） 90ｍ 0ｍ （ 0ｍ）
小台（足立区） 100ｍ 100ｍ （ 0ｍ）
千住（足立区） 100ｍ 100ｍ （ 0ｍ）
平井七丁目（江戸川区） 100ｍ 100ｍ （ 0ｍ）
平井（江戸川区） 50ｍ 50ｍ （ 0ｍ）
小松川（江戸川区） 2380ｍ 2380ｍ （110ｍ）
西新小岩（葛飾区） 200ｍ 0ｍ （ 0ｍ）

計 7450ｍ 6220ｍ （ 730ｍ）

実際の整備率 730ｍ÷52ｋｍ＝1.4％
（整備済み・整備着手箇所の位置はスライド№8を参照）
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多摩川下流部の高規格堤防で整備済み箇所（国交省の開示資料）

計画区間延べ 約15.3ｋｍ
（左岸1.4～8.6㎞、右岸0.8～8.4km）で整備済みの箇所 (2022年4月末時点）

計画延長 整備延長 (基本断面形状の確保区間）

多摩川二丁目（大田区） 120ｍ 120ｍ （120ｍ）
小向仲野（川崎市） 180ｍ 180ｍ （ 0ｍ）
戸手（川崎市） 800ｍ 800ｍ （ 260ｍ）
戸手➁（川崎市） 200ｍ 0ｍ （ 0ｍ）
港町（川崎市） 360ｍ 360ｍ （155ｍ）
中瀬第一（川崎市） 100ｍ 100ｍ （100ｍ）
大師河原第二（川崎市） 250ｍ 250ｍ （190ｍ）
大師河原一丁目（川崎市） 170ｍ 170ｍ （ 40ｍ）
殿町第一（川崎市） 840ｍ 840ｍ （810ｍ）

計 3020ｍ （2820ｍ） （1675ｍ）

実際の整備率 1675ｍ÷15.3ｋｍ＝11％
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荒川下流部の高規格堤防で整備済み箇所（国交省の開示資料）

計画区間延べ 約52 ｋｍ
（右岸0.5～23.8㎞、左岸0.5～28.6km）で整備済み・整備着手箇所 (2022年4月末時点）

計画延長 整備延長 (基本断面形状の確保区間）
7450ｍ 6220ｍ （ 730ｍ）

実際の整備率 730ｍ÷52ｋｍ＝1.4％

多摩川下流部の高規格堤防で整備済み箇所（国交省の開示資料）

計画区間延べ 約15.3ｋｍ
（左岸1.4～8.6㎞、右岸0.8～8.4km）で整備済み・整備着手の箇所 (2022年4月末時点）

計画延長 整備延長 (基本断面形状の確保区間）
3020ｍ 2820ｍ （ 1675ｍ）

実際の整備率 1675ｍ÷15.3ｋｍ＝11％

江戸川下流部の高規格堤防で整備済み箇所（国交省の開示資料）

計画区間延べ 約22 ｋｍ
（左岸0.0～14.0㎞、右岸0.0～19.5km）で整備済み・整備着手箇所 (2022年4月末時点）

計画延長 整備延長 (基本断面形状の確保区間）
2430ｍ 1900ｍ （ 680ｍ）

実際の整備率 680ｍ÷22ｋｍ＝3.1％
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江戸川下流部のスーパー堤防整備の必要年数

計画区間 22ｋｍ 実際に完成した高規格堤防 680ｍ
現在の進捗率 3.1％
江戸川下流部は20年以上前からスーパー堤防事業が始まっている。
（妙典地区は1992年度から、柴又公園地区1989年度から）
仮に20年経過して、整備率が3.1％とすれば
計画区間22㎞の整備を終えるためには、20年÷0.031 ＝ 約650年 必要

荒川下流部のスーパー堤防整備の必要年数

計画区間 52ｋｍ 実際に完成した高規格堤防 730ｍ
現在の進捗率 1.4％
事業開始後20年経過して、整備率が1.4％とすれば、
計画区間52㎞の整備を終えるためには、20年÷0.014 ＝約1,400年 必要

多摩川下流部のスーパー堤防整備の必要年数

計画区間 15.3ｋｍ 実際に完成した高規格堤防 1675ｍ
現在の進捗率 11％
事業開始後20年経過して、整備率が11％とすれば、
計画区間15.3㎞の整備を終えるためには、20年÷0.11 ＝約180年 必要
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スーパー堤防の整備が遅々として進まない理由

１ 人々が住んでいる場所に堤防をつくるという手法そのものに
無理がある。

（１） 区画整理や再開発などのまちづくり事業が先行しないと、
進められない。

（２） 現住居を終の棲家として余生を送るとしてきた人たちを
強制的に追い立てる問題を引き起こす。

２ スーパー堤防の整備は巨額の費用が必要。
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スーパー堤防は国交省自体が整備スケジュールを示す
ことができない、完成時期が全く不明の事業

高規格堤防の整備時期について
（国交省治水課の回答 2015年8月27日）

〇 高規格堤防は、基本的には用地を買収することなく、区画整
理や再開発などのまちづくり事業と共同で実施することを原則とし
ており、事業を円滑に進めるためには、都市の再開発などと一緒
に進める必要があり、そのような機会を捉えて事業を実施してい
ます。

○ このため、事業の実施に当たっては、都市の再開発事業等の
スケジュールに合わせる必要があり、河川管理者が独自に整備
時期を決められないことから、高規格堤防の今後のスケジュール
や実施計画をお示しすることは困難です。
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江戸川区北小岩一丁目スーパー堤防事業の強制立ち退き問題

スーパー堤防の整備は強制立ち退きを伴うことがある
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江戸川スーパー堤防裁判

江戸川区の北小岩スーパー堤防事業の差し止めを求めて、江戸
川区の住民４人が提訴し、2011年11月から第一次、第二次、第
三次の訴訟が行われてきた。

都政新報 2017年1月27日

2020年10月29日に最高
裁判所から第三次訴訟
の上告棄却の決定が出
て、このスーパー堤防
差し止め裁判は終わり
になったが、この一連
の裁判によって、スー
パー堤防事業とは何と
愚かな治水対策である
かが明らかになった。
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高規格堤防訴訟 住民側再び敗訴

（朝日新聞 2019年7月17日）

◆高裁「必要性ある」
国が進める高規格堤防（スーパー堤防）の整備事業で、江戸川区の住民

４人が、国と区に計４００万円の損害賠償を求めた訴訟の控訴審判決が１
６日、東京高裁（都築政則裁判長）であった。判決は、一審・東京地裁判
決と同様に、住民側の請求を退けた。
一般的な堤防は断面が山型になっているが、スーパー堤防は住宅地側へ

さらに土を盛って、傾斜をなだらかにして、裾野部分を長くする。裾野部
分を道路用地などとして活用でき、川の水があふれても決壊の危険が少な
く、被害を軽減できるとされる。
住民側は、一部でしか整備が進んでいないスーパー堤防で洪水は防げな

いと主張。土を盛る際に転居や仮住まいを強いられたのは不当だと訴えて
いた。
判決は、「整備には必要性、公共性がある」などとして訴えを退けた。

（提訴 2014年11月12日 東京地裁判決 2017年1月25日）
（最高裁 上告受理を棄却 2020年10月29日）
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国交省・関東地方整備局の事業評価監視委員会第８回の議事録
2016年2月22日

江戸川スーパー堤防（篠崎公園地区）についての質疑

〇家田 仁委員長
いや、だからプランを言ってほしいのよ、もっと。何年くらいでこれが全

部できて、そうすれば、ここの赤いところをやることの意義がこう出てく
るんですよと。そっちの見通しなんて何もないくせに、これをやると超過
洪水対策が、この下流部についてこんなに行きますなんて言われたっ
て、「本当かよ」と言うしかないじやないですか。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
将来展望なんて何にも持ってないんだけど、とりあえずここやるうと言っ
てるからやらせてくださいなんていうんで済むわけないじゃないですか、
説明として。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
あなたの説明は全然、見通しも何にもつかないというような話でしょう。

国交省の委員会でも基本的な疑問が投げかけられるスーパー堤防



巨額の整備費用が必要なスーパー堤防（関連事業も含めた費用）

北小岩一丁目の高規格堤防 120メートル 区と国で約64億円
高規格堤防整備、土地区画整理事業

篠崎公園地区の高規格堤防 420メートル 区と国で約234億円※

高規格堤防整備、土地区画整理、道路、緑地、都公園事業
（※朝日新聞東京版2016年3月21日の記事による。）

スーパー堤防の整備単価
北小岩一丁目 1メートルあたり5,300万円
篠崎公園地区 1メートルあたり5,600万円

21

スーパー堤防整備単価を北小岩や篠崎公園の実例を使って、1メートル
あたり5,000万円とすると、

江戸川の未整備区間 約20ｋｍの整備費用は約１兆円にもなる。
⇒ スーパー堤防の整備は費用の面でも現実性がない。

（整備費用約１兆円の計算内容はスライド№22を参照）



スーパー堤防の整備費用の内訳（関連事業も含めた費用）

北小岩一丁目スーパー堤防の場合（整備距離120メートル）

① 北小岩一丁目東部地区土地区画整理事業の事業費
（江戸川区）
事業計画（第３回変更） 平成29年2月14日

51.01億円（国土交通省の負担金を含む）
② 江戸川高規格堤防整備事業（北小岩一丁目地区）の事業費

（国土交通省関東地方整備局）
再評価 平成25年5月9日

30.01億円（家屋移転の補償費17.16億円を含む）

上記②のうち、家屋移転の補償費は①と重複しているので、それを除くと、
当地区の総事業費は51.01＋30.01－17.16＝63.86億円となる。

したがって、北小岩一丁目スーパー堤防の整備単価は１ｍあたり
63.86億円÷120ｍ ＝約5300万円

この整備単価を使うと、江戸川の未整備区間 約20ｋｍの整備費用は
5300万円/ｍ ×20ｋｍ ＝ 1.06兆円
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（甲110号証）

（甲111号証）
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現在のスーパー堤防は避難場所にもならない

行政は、スーパー堤防は一部しかできていなくても、「その敷地を一
時的な高台避難地として活用することが可能となる」と述べている。

① 「点」の整備しかできていないスーパー堤防は一時的な高台避
難地にもならない。超過洪水が発生した場合、周辺は通常堤防で
あるから、越水・決壊の危険に晒されている。わざわざ、江戸川等
の大河川に面する長さがわずかな距離のスーパー堤防の上に避
難しようする人がいるはずがない。

② スーパー堤防の用地は大半が住宅地であり、災害時とはいえ、
一般の人が個人の住宅地の中に入ることはできないから、高台避
難地になるはずがない。

③ 避難住民のためのトイレ等の避難施設が何も用意されていな
いところが避難地になるはずがない。
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スーパー堤防についてのまとめ

遅々として進まず、治水対策の役目を果たさないスー

パー堤防整備事業、公費を浪費するだけで、関係住

民の生活に大きな影響を与えることがあるスーパー

堤防整備事業は早期に終止符を打つべきである。


